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第５３回八都県市首脳会議の結果概要 
 

平成２０年４月２１日 

八 都県市首脳会議 

 

１ 主な決定事項等 
(1) 首脳会議で提案された諸問題についての検討状況の報告について 
ア 障害者自立支援法に関する調査・研究について 
国が法施行後３年を目途に予定している法の見直しに際し、利用者の生活実態

に即した効果的な仕組みとなるよう、八都県市としての意見を取りまとめ、別紙

１のとおり国に対して提案を行うこととした。 

 
イ 仕事と子育ての両立支援の推進について 

八都県市仕事と家庭生活の調和（ワークライフバランス）推進キャンペーン

の平成19年度の実施内容が報告され、今後、平成21年度まで八都県市が連携し

てキャンペーンを実施していくこととした。 

 

ウ 花粉発生源対策の推進について 
    目標、発生源対策、木材利用やモニタリング等の方法など、八都県市としての

共同の取組を取りまとめた、「八都県市花粉発生源対策 10 ヵ年計画(案)」の策定
について報告され、今後、計画により八都県市が連携して花粉発生源対策を実施

することとした。 
 
エ 再生可能エネルギーの拡大について 
  日本のエネルギー政策の基本方針に、再生可能エネルギーを大きな柱として位

置付け、その導入目標量を飛躍的に引き上げ、目標達成を目指した取組を着実に

進めることなどを、別紙２のとおり国に対して要望を行うこととした。 
 
オ 粗暴性・残虐性を有する家庭用ゲームソフトから青少年を守るための取組に

ついて 
関係業界団体や販売店、国等の参加を得て、「八都県市青少年を守るためのゲ
ームソフトに関する協議会」を創設し、第１回協議会を開催したことが報告され
た。 
引き続き、定期的に協議会を開催し、情報や意見の交換を行うことで、共通認
識を持ち、その成果を各構成員それぞれの取組等に活かしていくこととした。 

 

カ 新型インフルエンザ対策の広域的な取組について  
新型インフルエンザ発生状況に応じて八都県市の首長連名によるコメントの

発表や、連絡体制の整備などを取り決めたことが報告され、今後、地方自治体

における新型インフルエンザ対策の実施に不可欠な法整備や財源措置について、

国の動向等を踏まえた上で整理し、要望活動を行うこととした。 
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キ 首都圏における産業の国際競争力の強化について 
八都県市合同商談会の開催に向け、課題等の検討を行ったことが報告され、

商談会の開催準備を進めるとともに、「首都圏における産業の国際競争力の強

化」について議論を継続することとした。 

 

ク 実効性ある流入車対策の構築の検討について 
自動車ＮＯｘ・ＰＭ法対策地域への流入車対策については、首都圏における物

流の状況に関する意見交換を行った。今後、具体的な対策の検討を行っていくこ

ととした。 

 

ケ ＡＥＤ設置情報の提供促進について 
心室細動による心肺停止状態の傷病者の救命に有効なＡＥＤの普及啓発を推

進するため、八都県市でＡＥＤ設置情報提供に関する検討会を首都圏連合協議会

に設置し、ＡＥＤの設置情報提供の促進に向けて共通に取り組む基本方針を策定

することとした。 
 
  コ 八都県市地球温暖化防止一斉行動（エコウェーブ）について 
    北海道洞爺湖サミットなど国際会議の時期等での呼びかけを目指した、八都県

市発の一斉行動についての検討状況が報告され、明かり（電気）を「けす（一斉

消灯）・かえる（電球形蛍光灯への交換）・えらぶ（再生可能エネルギーの普及）」

ための行動等を実施することとした。 
 

 (2)  地方分権改革の推進に向けた取組について 

地方分権改革を一切進めようとしない国に対して強く抗議し、今後の第二期地方

分権改革が、個性豊かで活力に満ちた地域社会を実現するという地方分権改革の基

本理念を貫徹し、「地方政府」の確立に向けて着実に推進されるよう、八都県市と

しての意見を取りまとめ、別紙３のとおり、意見表明を行い、国に対して要求を行

うこととした。 
 
 (3)  首長の在任期間の制限に関する意見について 
現在、都道府県知事及び指定都市市長の在任期間を、法律により一律に制限し

ようとする動きがあることから、地方の自主性・自立性を高めるとともに、地方

政治改革を推進するため、八都県市としての意見を取りまとめ、別紙４のとおり、

意見表明を行うこととした。 
 

(4) 真に環境に配慮した製品等が流通・普及するための仕組みの早期構築について 

   古紙配合率の偽装や環境ラベルの不正表示等が相次いで判明したことから、真

に環境に配慮した製品等が流通・普及するための仕組みの早期構築ついて、八都

県市として意見を取りまとめ、別紙５のとおり、国に対して要望を行うこととし

た。 
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(5) 輸入食品の安全安心対策の強化に関する要望について 

   食品の大消費地である首都圏における輸入食品の一層の安全確保と消費者の不

安解消を図るため、輸入時の監視の充実・強化、輸出国における衛生管理の徹底

や食品の原料原産地表示の制度強化などについて、八都県市として意見を取りま

とめ、別紙６のとおり、国に対して要望を行うこととした。 
 

(6) 道州制特区推進法における制度の拡充について 

道州制特区推進法における制度の拡充について意見交換を行い、「道州制」等広

域行政のあり方について、首都圏連合協議会で研究を行うこととした。 
 

(7) 特別支援教育推進のための制度の改善について 

特別支援教育の推進に向けて、地域のセンター的機能の充実を図るため、専任

の特別支援教育コーディネーターをすべての特別支援学校に定数配置するととも

に、小・中学校においても、発達障害を含む障害のある児童生徒に対する支援充実

のため、順次、定数措置するよう、制度の改善を図ることについて、八都県市とし

て意見を取りまとめ、別紙７のとおり、国に対して要望を行うこととした。 
 

(8) 八都県市における温暖化対策の強化について 

地球温暖化防止に向け、新たに八都県市が共同して取り組むべき効果的な対策

を連携して図るため、環境問題対策委員会に地球温暖化対策特別部会を設けるこ

ととした。各都県市の優れた取組の共有化や連携の可否について検討し、できる

ことから工程表を作成して連携を図り、また、首都圏連合フォーラムでの意見も

集約し、具体的な行動につなげることを検討することとした。 

 

(9) 川崎市を舞台としたスポーツイベントと首都圏の基幹的防災拠点の整備につ

いて 
川崎市を舞台としたスポーツイベントと、非常時には首都圏の基幹的防災拠点

となる東扇島東公園の整備について、紹介があった。 

 
 

２ 次回は、平成 20年秋、横浜市において開催する 


